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　観光を取り巻く社会経済情勢は、近年、大きく変化しており、この変化をしっかりと踏まえたうえで、今後の取組
を検討していく必要があります。
　そこで、この章では、札幌の観光に関する現状を分析するとともに課題を整理し、その課題を踏まえた今後の対
応の方向性を示します。

　⑴ 人口減少社会の到来と超高齢社会の進行
　平成24（2012）年1月に国立社会保障・人口問題研究所が公表した「日本の将来推計人口」における推計
結果によると、日本の総人口は、今後、人口減少過程に入り、平成72年（2060年）には8,674万人になり、現
在の2/3程度まで人口が減ると推計されています。また、超高齢社会12がさらに進行し、50年後には、高齢化
率は約40％にもなるとも予測されています。
　これらにより、様々な分野で経済活動が縮小していくことが懸念され、また、バリアフリー対応など高齢化
の課題に取り組んでいく必要性も、より高まっていきます。

1　観光に関する社会経済情勢

0

2000

4000

6000

8000

10000

12000

14000

19 歳以下人口 20～64 歳人口 65～74 歳人口 75歳以上人口 高齢化率（65歳以上人口割合）（右軸）

図2-1　日本の人口と高齢化率の推移
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（資料：2010年までは総務省「国勢調査」、2015年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推
計）」の出生中位・死亡中位仮定による推計結）
（注）1950年～2010年の総数は年齢不詳を含む
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現 状 分 析第 2 章

12超高齢社会·················�総人口に占める65歳以上の割合が21％を超える社会のこと。なお、7％以上14％未満を「高齢化社会」、14％以上21％未満を「高齢社
会」と呼ぶ。
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　こうした中、札幌市に目を向けると、市内を訪れる観光客の約7割は道内からの観光客であり、札幌の観光
は北海道全体によって支えられていると言えますが、札幌市以外の道内他市町村の人口は既に大幅な減少局
面に突入しており、今後、生産年齢人口の減少による経済規模の縮小に伴い、観光関連産業13を含めた道内
経済に大きな影響を与えることが懸念されています。
　また、札幌市を訪れる観光客の約3割を占める道外観光客に関しても、全国的な人口減少傾向に加え、国
内旅行をする国民の数も近年は低位で推移しており、国内の観光市場は非常に厳しい状況にあると言えま
す。
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図2-2　道内他市町村の人口の将来見通し

（資料：総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所）
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図2-3　宿泊観光旅行参加率〈国内〉
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（資料：社団法人日本観光振興協会「平成24年度版観光の実態と志向」）
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13観光関連産業··············�観光が経済にもたらす効用は宿泊、交通、飲食、小売など特定の産業分野に限定されない。その影響は軽重様々であるが、観光と少なから
ず関連がある業種を広く観光関連産業として捉える必要がある。
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（資料：社団法人日本観光振興協会「平成24年度版観光の実態と志向」）
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　⑵ 旅行者ニーズの多様化
　近年は、企業の職場旅行や招待旅行などの団体旅行が減少するとともに、一緒に旅行するグループの構成
人数も少なくなっています。
　また、旅行者のニーズは多様化し、観光スポットを訪れるだけの観光から、地域における街歩きや、人 と々
の交流、地域ならではの様々な体験を楽しむ観光などに、旅行者の関心が広がっていることから、地域が主
導的に地域の魅力を作り上げ商品化する着地型観光14への取組が重要となっています。
　また、国内旅行商品の低価格志向が進む一方で、付加価値を高めた高額な旅行商品の需要が高まるなど、
価格の二極化も進行しています。

　一方で、いわゆる団塊の世代を含めた60歳以上のシニア世代は、国内消費の4割以上を占めているとも言
われていますが、時間と経済力に余裕があるとともに旅行に対する意識も強いことから、新たな国内観光市場
のけん引役となることが期待されています。

14着地型観光·················�旅行目的地（着地）の旅行業者が企画するいわゆる現地発着のツアーや乗馬等の体験アクティビティなどを指す。地元の情報に詳しい現
地の旅行会社が企画するため、その土地ならではコンテンツを楽めるという特色がある。旅行出発地（発地）の旅行業者がオプショナルツ
アーとして取り扱うこともある。 
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図2-5　今後1年間に希望する旅行の種類〈国内〉
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図2-6　1泊当たり総費用の実績額と希望額の推移〈国内〉
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（資料：社団法人日本観光振興協会「平成24年度版観光の実態と志向」）
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15ソーシャル・ネットワーキング・サービス（SNS） ··········· �交友関係や社会的ネットワークをインターネット上で構築するサービスの一つ。既存のユーザーからの招待で参
加できる会員制のものと、誰でも自由に参加できるものがある。代表的なSNSとして、世界最大の利用者を抱
えるFacebook、日本最大の利用者を抱えるmixiなどがある。

16ビジット・ジャパン・キャンペーン········ 訪日外国人旅行者数の拡大を目的として、平成15年度から官民一体となって進めているキャンペーン。
17リーマンショック···························· 2008年に起きた米国大手銀行の破綻と、それを原因とする世界同時不況のこと。

　⑶ 情報化の進展への対応
　情報化の技術の進展は、観光分野にも大きく影響を及ぼしており、観光情報の発信においては、パンフ
レットなどの紙媒体だけではなく、インターネット上のウェブサイトの重要性が高まっています。
　また、ツイッターやフェイスブックなどのソーシャル・ネットワーキング・サービス15による旅行情報の流通も
活発化しています。
　さらに、スマートフォンやタブレット端末などの携帯情報端末が急速に普及しており、旅行者にとって自由に
旅行情報にアクセスできる環境が整いつつあります。

　⑷ 観光政策に関する国や地方の取組
　観光産業は他の産業に比べて経済波及効果が大きく、また雇用効果や税収効果の高い産業であることか
ら、国においては、観光振興を重要政策として位置付け、これまで様々な取組を進めてきました。
　平成14年（2002年）には「グローバル観光戦略」が策定され、「ビジット・ジャパン・キャンペーン16」が展
開されるとともに、平成19年（2007年）には「観光立国推進基本法」を制定し、これに基づき「観光立国推
進基本計画」が策定されました。
　また、観光立国を実現するためには、関係省庁との連携・調整を強化して、総合的かつ計画的に施策を推
進する必要があることから、平成20年（2008年）には国土交通省の外局として「観光庁」が発足されまし
た。
　その後、リーマンショック17を契機とした世界的な景気後退や新型インフルエンザの感染拡大、東日本大震
災と原子力発電所事故による風評被害など、観光を取り巻く社会情勢が大きく変化してきたことを踏まえ、平
成24年（2012年）には、新たな「観光立国推進基本計画」が策定されました。

　また、平成25年（2013年）6月には、新たな成長戦略として「日本再興戦略」が閣議決定され、訪日外国人
観光客を平成42年（2030年）までに現状の3倍以上となる3,000万人に増やすとの目標を掲げ、これを実現
するための観光政策が示されています。
　さらに、平成25年（2013年）9月には、2020年夏季オリンピック・パラリンピックが東京で開催されること
が決定し、これに向けて訪日外国人が更に増えていくことが期待されています。
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　一方、地方においても、観光を地域経済活性化の重要な要素として捉え、国の施策と連動して観光振興へ
の取組を積極的に展開しているところが増えています。
　北海道においては「北海道観光のくにづくり条例」（平成13年（2001年）制定）に基づき、平成25年
（2013年）5月に「北海道観光のくにづくり行動計画」を、同年7月には「北海道外国人観光客来訪促進計
画」を策定しているほか、北海道運輸局も、同年3月に「北海道観光推進戦略」を公表するなど、様々な主体
が北海道の観光振興の促進に取り組んでおり、今後、札幌市もこれらの取組に協調し、相乗効果を出していく
必要があります。

項　　目 目標値及び重要施策

訪日外国人旅行者 2013年に1,000万人を達成し、さらには2,000万人の高みを目指すとともに、2030年

には3,000万人を超えることを目指す。（2012年実績：837万人）

● 訪日プロモーションに関する省庁・関係機関の横断的計画策定と実行

● 査証18発給要件緩和、入国審査迅速化19等の訪日環境の改善

2030年には宿泊客のおよそ6人に1人は外国人となる社会を目指す。（2011年実績：

およそ23人に1人が外国人）

● 外国人旅行者の滞在環境の改善

● 新たなツーリズムの創出

● 産業資源の活用・結集・ブランド化

国際会議開催 海外から日本に対し、多くの人や優れた知見、投資を呼び込み、2030年にはアジア№

1の国際会議開催国として不動の地位を築く

● 国際会議等（MICE）の誘致体制の構築・強化

● 国際的な大規模イベントの誘致・開催

18査証····························�ビザ。外国旅行をする人の旅行資格と理由が正当であることを証明する旅券の裏書き。渡航先国が発行し、渡航先国・渡航目的・滞在期
間等によってビザの要否・種類が異なる。 

19入国審査迅速化···········�出入国審査の自動化ゲートを設置することや、出国の日から1年以内に再入国する場合の再入国許可手続きを原則として不要とするみな
し再入国制度の導入（2012年7月～）などにより、出入国手続きを簡素かつスピーディにすること。 

表2-1　日本再興戦略（2013年）における観光分野の目標等
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※�札幌市の観光客入込数は、道内他市町村と同様に、北海道が策定する「北海道観光入込客
数調査要領」に基づき、各交通機関を利用した乗客数等に観光客率20を乗じて算出しています
（観光客入込数＝乗客数等×観光客率）。平成24年度は、この観光客率の見直しを行ってお
り、平成24年と平成23年度の観光客入込数や道内外の内訳を単純比較することはできません
ので、ご注意ください。

　⑴ 観光客入込数

現状と課題

　札幌市の観光客入込数を見ると、道内観光客の割合が約7割と、その依存度が高い傾向が見られますが、
これまで見てきたように札幌市以外の道内市町村の人口は、すでに大幅な減少局面に入っており、今後の道内
観光客数への影響が懸念されます。
　一方、月別の観光客入込数を見ると、繁忙期（7月〜9月）と閑散期（11月〜4月）の差が大きいことが特徴
として挙げられます。また、繁忙期の宿泊施設の稼働率は既に高水準を維持しており、特に繁忙期の休日は、
これ以上の観光客の積み増しは困難な状況となっています。

2　札幌市の現状と課題
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図2-7　観光客入込数の年次推移
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20観光客率·····················�様々な交通機関で札幌入りした入込数に占める観光客（通勤・通学やビジネスのみを目的とした訪問を除く）の割合のこと。この観光客率
は、JR・航空機・路線バス・乗用車の利用者を対象に行う居住地や来札目的などのアンケート調査の結果を基に算出している。なお、観光
客率の見直しは数年に一度行うことになっており、前回は平成16年度に見直しを行っている。
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課題を踏まえて

　道内人口の更なる減少を踏まえると、道内循環をより高めていくことはもとより、海外を含む道外観光客の
誘致推進に対する積極的な投資が重要となります。
　また、閑散期の集客対策が求められており、国内と繁忙期が異なる海外市場からの観光客誘致や、通年需
要が期待できるMICEの推進といった取組の強化が必要となっています。
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図2-8　観光客入込数の月別推移
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　⑵ 外国人宿泊者数21

現状と課題

　外国人宿泊者の消費額単価は、道内観光客や道外観光客などと比べて高く、また、今後の人口増加や経済成
長が予測されている国も多くあることから、今後の観光客誘致において有望な顧客となると期待されています。
　こうした中、外国人宿泊者数は、平成20年度（2008年度）ころまでは、国の施策と連動し順調に推移し
てきましたが、その後は、新型インフルエンザの流行（2009年）や東日本大震災に伴う原子力発電所事故
（2011年）などの影響を大きく受け、一進一退を繰り返していましたが、平成24年度（2012年度）
には回復し、さらには、国際直行便の新規就航や円安の影響などにより過去最高の数値となりました。
　また、外国人宿泊者を国別に見てみると、台湾・香港・中国・韓国の東アジア地域の割合が3/4を占めてお
りますが、これと同様の傾向は国においても見受けられ、特定の市場に依存した訪日外客構造のぜい弱性が
指摘されています。
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21外国人宿泊者数···········�ここでは、札幌市内に宿泊した外国人の数を指す。市内にあるすべての宿泊施設に調査票を送付し、国別に回答を集計したものであり、観
光以外の目的での利用者も含まれている。
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課題を踏まえて

　外国人観光客を増加させるためには、国や北海道の観光政策に連動し、外国人の受入環境を充実させるな

どインバウンド22 の取組を強化させることが必要です。

　また、台湾・香港・中国・韓国といった東アジア圏からの観光客の増加やリピーター対策23に取り組むこと

はもちろんのことですが、加えて、今後の人口増加や経済発展が見込まれるとともに、国においても「東南ア

ジア・訪日100万人プラン」を策定するなど特に誘客に力を入れている東南アジア圏を有望市場として誘致を

強化し、バランスの良い外国人観光客の構成比率を目指すことが重要です。

22インバウンド  ·········外国人旅行者を日本へ誘致すること。これに対し、日本人による海外旅行をアウトバウンドと呼ぶ。

23リピーター対策 ·······一度来た観光客が、繰り返し来訪するための方策。

表2-2　観光消費額単価の比較

区　分 観光消費額単価

市　民 5,584円

道内

日帰り 7,683円

宿泊 20,871円

道外

日帰り 9,517円

宿泊 35,404円

海　外 66,347円

（資料：札幌市「観光産業経済効果調査（平成23年3月）」



020

24消費額単価·················一人が一回当たりの来札において消費する額の平均値。 

　⑶ MICE

現状と課題

　MICE参加者は観光による来訪者に比べて消費額単価24が高いなど、MICEには高い経済効果が期待され
ています。
　また、経済面だけではなく、安定した通年需要や世界に向けたPR、再訪問の誘発などの効果も大きいと言
われており、国内外においてMICE開催誘致の都市間競争が激化しています。
　こうしたなか、国内全般に国際会議の開催件数が伸び悩んでおり、札幌市における国際会議開催件数
も同様の動きを見せています。

H14

図2-11　国際会議開催件数に関する他都市比較

0

50

100

150

200

250

（資料：札幌市）

福岡市 横浜市 京都市
名古屋市 神戸市 札幌市
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課題を踏まえて　観光消費額の増加を含め多様な効果をもたらすMICEは、観光を補完するための重要な役割を期待されて
おり、その誘致推進に向けては、様々な機能強化が必要となります。
　MICE先進都市では、MICE開催支援制度の充実やMICE関連施設の整備を進めており、MICE誘致力の
差の拡大が見受けられることから、本市においても更なる取組の強化が必要です。

課題を踏まえて
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　⑷ イベント

現状と課題

　近年、集客交流人口の増加に対するイベントの役割が高まっていますが、各イベントとも会場の収容力の
限界やイベントの魅力不足など、解決すべき様々な課題を抱えており、観客数が伸び悩んでいるイベントもあ
ります。
　特に、「雪まつり」や「YOSAKOIソーランまつり」以外のイベントでは、道外在住者のイベント認知度が極
端に低く、魅力的な観光資源を生かすための効果的なプロモーションが不足していると言えます。

表2-3　市内で開催される主なイベント観客数の推移

（単位：千人）

イベント 21年度 22年度 23年度 24年度

雪まつり25 2,433 2,416 2,054 2,367

YOSAKOIソーラン祭り26 1,787 2,182 2,003 1,983

オータムフェスト27 1,304 1,115 1,306 1,558

夏まつり28 1,533 1,294 1,408 1,373

ミュンヘン・クリスマス市29 572 671 804 650

アートステージ30 341 454 569 644

ライラックまつり31 378 412 418 420

サッポロ・シティ・ジャズ32 108 81 116 151

（資料：札幌市）

25雪まつり·······················昭和25年に始まった雪像等を楽しむ祭り。大通会場の大雪像が有名で、国内外に知られている札幌市の冬の一大イベント。
26YOSAKOIソーラン祭り················· �平成4年に始まった踊りのイベント。高知のよさこい踊りと北海道のソーラン節を組み合わせ、あでやかな衣装に身を包んだ踊り

子チームが、市内各会場で独自のよさこい踊りを披露する。
27オータムフェスト·············�平成20年に始まった食のイベント。「北海道・札幌の食」をテーマとし、道内各市町村で採れた農産物や海産物、地元の食材を生かしたご

当地グルメ、道産の酒やおつまみといった各地の特産品が並ぶ。
28夏まつり·······················昭和29年に始まった夏の一大イベント。「さっぽろ大通ビアガーデン」や「北海盆踊り」が催され、大勢の市民と観光客でにぎわう。
29ミュンヘン・クリスマス市················· �平成14年にミュンヘン市との姉妹都市提携30周年を記念してミュンヘンの年中行事のひとつであるクリスマス市を札幌で開催

したのが始まり。ドイツを思わせる露店や幻想的なイルミネーションの下、ロマンチックな雰囲気が楽しめるイベント。
30アートステージ···············毎年11月を文化月間と位置付け、音楽や演劇、美術などの分野で多彩なアート系のイベントを集中的に開催している。
31ライラックまつり·············�昭和34年に始まった祭り。半年続く長い冬からの解放と野外散策の季節の到来を市民に告げるイベントであり、「ライラック音楽祭」や「ワ

インガーデン」などが催される。
32サッポロ・シティ・ジャズ····�平成19年に始まったジャズフェスティバル。アマチュアミュージシャンや国内外のトップミュージシャンが集い、ジャズの多様なスタイルが満喫

できるイベント。
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課題を踏まえて

　イベントの集客力を高めるためには、各イベントのマーケティング33を十分に行うとともに、その結果を踏ま
えて新たな付加価値を創造するなどイベントの魅力向上に資する取組を進めることが重要です。
　また、各イベントの認知度を高める取組も必要であり、特に日本の人口の6割以上を占める東京、大阪、名
古屋の3大都市圏へのプロモートが重要となります。

33マーケティング···············�企業や非営利組織が行うあらゆる活動のうち、「顧客が真に求める商品やサービスを作り、その情報を届け、顧客がその商品を効果的に得
られるようにする活動」の全てを表す概念。

図2-12　道外在住者のイベント認知度

0 20 40 60 80 100

（資料：札幌市「来札観光客満足度調査（平成23年2月） ）
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　⑸ 交通環境

現状と課題

　新千歳空港とバンコク空港（タイ）の直行航空便の就航により、タイからの来札観光客が飛躍的に増加し
たことなどを鑑みると、道外や海外からの観光客を増加させるためには、来道するまでの交通機関を確保・充
実させることが基本的な課題として挙げられます。
　また、道外観光客が航空機により来道した後、札幌まで訪れる手段として観光バスやレンタカーの確保な
ど二次交通34の課題にも注視していく必要があります。

表2-4　国内（道外）航空路線（新千歳空港発着）

平成25年11月1日現在

地　方 空港
航空会社

ANA JAL ジェットスター バニラエア ピーチ ADO SKY FDA

東　北

青森 ○

いわて花巻 ○

仙台 ○ ○ ○ ○

秋田 ○ ○

福島 ○

関　東

茨城 ○

成田 ○ ○ ○ ○ ○

羽田 ○ ○ ○ ○

中　部

新潟 ○ ○ ○

富山 ○

小松 ○

信州まつもと ○

富士山静岡 ○ ○ ○

中部 ○ ○ ○ ○ ○

近　畿

伊丹 ○ ○

関西 ○ ○ ○ ○

神戸 ○ ○ ○

中　国
岡山 ○ ○

広島 ○ ○

九　州
福岡 ○ ○ ○

那覇 ○

注）航空会社欄のANAは全日本空輸、JALは日本航空、ジェットスターはジェットスター・ジャパン、バニラエアはエアアジア・ジャパン、ピー
チはピーチ・アビエーション、ADOは AIRDO（旧：北海道国際航空）、SKYはスカイマーク、FDAはフジドリームエアラインを示す。

（資料：札幌市）

34二次交通·····················�複数の交通機関等を使用する場合の、二種類目の交通機関のこと。ここでは、特に、新千歳空港から札幌市内までの交通手段のことを指
している。 
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表2-5　国際航空路線（新千歳空港発着）

平成25年10月1日現在

路　　線 航　空　会　社 便　　数

北 京 中国国際航空 週２便

グ ア ム ユナイテッド航空 週２便

香 港 キャセイパシフィック航空 週４便

釜 山 大韓航空 週３便

ソ ウル（ 仁 川 ）
大韓航空 週14便

ジンエアー 週７便

上 海 中国東方航空 週５便

台 北

エバー航空 週７便

チャイナエアライン 週７便

トランスアジア航空 週２便

ホ ノ ル ル ハワイアン航空 週３便

バ ン コ ク タイ国際航空 週７便

ユジノサハリンスク サハリン航空 週２便

（資料：札幌市）

課題を踏まえて

　海外からの観光客数を増加させるためには、特に直行航空便の就航が効果的であり、これを促進する取組
が必要です。
　また、北海道新幹線の新函館（仮称）開業に伴い来道する観光客に対して、道内周遊を促進する取組も重
要となります。
　さらに、航空便就航や新幹線開業の効果を最大限に生かすためには、二次交通の充実を図ることも求めら
れます。
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　⑹ 経済効果　
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図2-13　札幌市経済への波及効果

（資料：札幌市「観光産業経済効果調査（平成23年3月））

観光消費額3,689億円（市内産業への直接効果2,674億円）

波及効果

生産波及効果

所得形成効果

雇用効果

税収効果

4,274億円

2,459億円

3.5万人

102億円 ※5

※1

※1：札幌市産業関連表における市内生産額11.4兆円に対応（平成12年）
※2：市民経済計算における名目GDP6.5兆円に対応（平成19年度）
※3：国勢調査における昼間就業者85.6万人に対応（平成17年）
※4：税収額2,747.9億円に対応（平成21年度）
※5：ここでいう貢献度とは全産業に占める比率

※2

※3

※4

0％ 2％

3.8％

3.8％

4.1％

3.7％

4％ 6％

所得形成効果
雇 用 効 果
税 収 効 果

 1,437億円 （GDPの2.2％）
2.4万人 （全雇用の2.8％）
63億円 （全税収の2.3％）

表2-6　総観光消費額

区　　分
観光消費単価

（円/人）【A】

年間観光客数

（万人）【B】

総観光消費額

（億円）【A×B】
構成比

札幌市民 5,584 1,429 798 21.6％

道内観光客 ― 776 885 24.0％

（日帰り） 7,683 556 427 11.6％

（宿泊） 20,871 220 458 12.4％

道外観光客 ― 577 1,642 44.5％

（日帰り） 9,517 155 148 4.0％

（宿泊） 35,404 422 1,494 40.5％

外国人観光客 66,347 55 364 9.9％

― 2,837 3,689 100.0％

（資料：札幌市「観光産業経済効果調査（平成23年3月）」）
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札幌市民
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道内観光客
24.0％

道外観光客
44.5％

図2-14　観光消費額の属性別内訳

（資料：札幌市「観光産業経済効果調査（平成23年3月）」）
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図2-15　札幌での滞在日数（道外観光客）
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（資料：札幌市「来札観光客満足度調査（平成25年2月）」）

図2-16　札幌市における観光産業と他産業との市内生産額の比較

127

2,306

3,034

6,983

7,681

9,630

4,274

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000

農林水産業

電気・ガス・水道業

通信・放送業

運輸業

製造業

建設業

観光産業

(単位：百万円)

観光消費額 生産波及効果 所得形成効果 雇用効果（人）

製造業 79,984 31,372 13,136 1,883

商業 41,557 39,026 26,861 6,398

運輸・通信業 70,872 86,178 50,171 5,114

サービス業 162,872 204,781 108,248 19,373

飲食業 66,456 70,137 30,901 8,114

宿泊業 64,719 65,838 32,907 4,006

その他サービス業 31,697 68,806 44,440 7,253

その他 13,656 66,082 47,440 2,308

合計 368,940 427,438 245,858 35,076

表2-7　観光産業の経済効果（産業別内訳）

（資料：札幌市「第4回札幌市観光産業経済効果調査（平成２３年３月）「平成12年札幌市産業連関表（平成１９年３月）」）

（資料：札幌市「第4回札幌市観光産業経済効果調査（平成２３年３月）」）
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　⑺ 観光客評価

表2-8　札幌の魅力度（「地域ブランド調査2013」の結果）

項　　目 1位 2位 3位 4位 5位

魅力度 京都市 函館市 札幌市 横浜市 富良野市

居住意欲度 横浜市 京都市 鎌倉市 神戸市 札幌市

観光意欲度 札幌市 京都市 小樽市 函館市 富良野市

食品購入意欲度 函館市 札幌市 夕張市 名古屋市 米沢市

魅力度（都道府県） 北海道 京都府 沖縄県 東京都 神奈川県

観光意欲度（都道府県） 北海道 京都府 沖縄県 奈良県 東京都

（資料：株式会社ブランド総合研究所）

現状を踏まえて

　観光消費額を高め、経済効果を十分に発揮するためには、来札観光客数を増加させるための取組と併せ

て、宿泊日数の延長や付加価値の向上などといった一人当たりの消費額単価を高めるための取組も必要で

す。

　また、観光消費額に占める割合の高い道外観光客や、消費額単価の高い外国人観光客に対する誘客の促

進を図ることが重要となっています。

　一方、人口減少社会のもと、札幌・北海道の観光産業や、その従事者の雇用を維持していくためには、道内

の内需を高めることも重要であり、今後、札幌市民が積極的に道内の魅力資源の発見・発信を行っていくこと

が求められています。

満足
27.0％

まあ満足
64.4％

図2-17　札幌観光の満足度

（資料：札幌市「来札観光客満足度調査（平成25年2月）」）
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図2-20　札幌観光のイメージ

（資料：札幌市「来札観光客満足度調査（平成25年2月）」）

街並み・都市
3.4％

現状を踏まえて

　来札観光客の満足度は比較的高いといえますが、これが十分に再来訪に結びついていないとも言えます。

　このため、来札観光客の感想を単なる「満足」から「感動」へと変えていくことが重要であり、再来訪を誘発

するためには、「ぜひ再び来たい」の評価を得ることが求められます。

　また、発地ごとに異なる観光客ニーズや、観光を取り巻く時代の変化を常に的確に捉え、満足度を高めるた

めの対応を迅速かつ積極的に実践していくことが必要です。

図2-18　札幌観光の満足度（要素別）
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（資料：札幌市「来札観光客満足度調査(平成25年2月)」）
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図2-19　札幌への再訪意欲

（資料：札幌市「来札観光客満足度調査（平成25年2月）」）

来たくない0.4％

あまり来たくない
1.0％


